
 

 

 

 

 

１．地域密着型サービス事業者等に対する指導及び監査 

 

・指定地域密着型サービス事業者等に対する指導及び監査の実施方法・・・・・・・・１ 

・指定地域密着型サービス事業者等に対する指導及び監査フロー図・・・・・・・・・２ 

・指定地域密着型サービス事業者等の指定の取消し等の規定（介護保険法）・・・・・３ 

・令和元年度～令和４年度における事業者指定取消し及び効力停止の事例・・・・・１４ 

・運営指導における主な指摘事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

 

 

 



 

 

監 査 

〇実施の根拠法令及び目的、実施日、実施時
間、実施場所等を予め事業者に通知する。
ただし、緊急を要するもの等については、
当日に通知する事により監査を行う。 

（勧告） 
〇指定基準違反等が認められた場合、期限を
定めて基準を遵守すべきことを勧告 

（命令） 
〇正当な理由なく勧告に係る措置をとらなか
った場合には、期限内にその勧告に係る措
置をとるべきことを命令 

監査対象事業者 

次のいずれかに該当する行為がなされたあるいは疑
われる事業者 

・利用者に対する虐待 
・サービス内容及び介護報酬等に不正又は著しい不
当がある 

・指定等の基準に重大な違反 

・報告又は書類等の提出若しくは提示を命じられた
場合及び出頭を求めた場合に従わず、又は虚偽の
報告をした 

・出頭及び質問に応じず、若しくは虚偽の答弁をし、
又は検査を拒み、若しくは忌避した 

・不正な手段により指定を受けた 
・その他、監査の必要がある事業者 

監査後の対応 

・指定期日までに勧告改善報告書等を提出する。 

【行政上の措置】 

指定取消又は指定の全部若しくは一部の効力停止 

【経済上の措置】 

不正受給した介護報酬の返還及び加算金の徴収
（40／100） 

指定地域密着型サービス事業者に対する指導及び監査の実施方法 

所 管 庁 事 業 者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集 団 指 導 

〇一定の場所に対象事業者を招集し、 
講習会方式により指導を実施する。 

〇指導内容 
 介護保険制度の改正等の内容 
 運営指導及び監査の実施方法 
 運営推進会議の設置 
高齢者虐待防止 

 業務管理体制 
区域外（他市）指定    等 

  

 

運 営 指 導 

〇所管庁は、対象事業者に事前に運営指導実
施通知を送付する。対象事業者より事前通
知にて依頼した資料を事前又は当日受取
り、事業所内の書類等を審査するとともに
管理者等から聞き取りを行う。 

〇運営指導の結果、改善を要する場合は、改
善を行うよう指導し、改善報告書の提出を
求める。 

〇指導中に指定等の基準に重大な事実が確認
された場合、介護給付の算定及び請求に関
する不正又は著しく不当なものが認められ
る場合等については、監査に移行する。 

運営指導対象事業者 

【一般指導】 
・すべての地域密着型サービス事業者 
【随時指導】 
・集団指導の出欠状況等により運営指導の必要が
あると認められる事業者 

・苦情が多く寄せられる事業者等（特に緊急性の
高いもの） 

・府、国保連等からの情報提供により運営指導の
必要がある事業者 

・再度、運営指導の必要がある事業者（改善が不
十分等） 

・その他、運営指導の必要性がある事業者 

運営指導後の対応 

・指定する期日までに改善報告書等を提出する。 
・過誤が確認された場合は自主点検し、過誤調整
の額等を報告する。 

運営指導 

改善報告 

  

監査 

が必要な場合 

監 査 

命 令 

勧 告 

集団指導対象事業者 

・すべての地域密着型サービス事業者 

出 席 

実施通知  

再指導 

実施通知 

実施通知 

改善報告 

  

行政処分 

 

欠席した事業者に対しては、個別に指導するこ
とがある。 

監査の結果、不正の事実が確認された

場合等は、聴聞手続を経て行政処分 
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対象事業者 指導の目的等

対象事業者

《期限までに改善されな
か った》

《期限内に改善されな
かった》

完 了

監
　
　
査

完 了《期限内に改善された》

《期限までに改善された》

　　　　　《欠席》

《期限内に改善された》

《期限内に改善されなか
　った》

完　　　了

指定地域密着型サービス事業者等に対する指導及び監査フロー図

完 了　　　　　《出席》

指
 
 
 

導

個別指導

完 了

再 指 導

集団指導

運営指導
適正・おおむね適正

改善が必要

監 査

聴 聞
指定取消し

直ちに指定取消し等には至ら
ないが、改善が必要と認めら
れる場合

指定取消し等の事由に該
当する場合

公 示
（公報登載）

結果通知

結果通知

改善勧告

改善報告書

処分通知

改善報告書

改善命令

たび重ねて指導を行っても改善が行
われない場合は、監査へ移行

・利用者に対する虐待が疑われるとき。
・指定基準に重大な違反があると疑われる
とき。

・サービスの内容に不正又は著しい不当が
疑われるとき。

・介護報酬の請求に不正又は著しい不当が
疑われるとき。

・報告又は帳簿書類の提出若しくは提示を
命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報
告をしたとき。

・出頭を求められてこれに応ぜず、質問に
対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁を
し、又は検査を拒み、妨げ、若しくは忌
避したとき。

・不正の手段により事業者指定を受けたこ
とが疑われるとき。

・所管庁が必要と認めるとき。

毎年度４月１日現在指定を受けている全て
の事業者

【一般指導】
全事業者から別に定める基準により選定し、
計画的に実施

【随時指導】
・利用者又はその家族等からの苦情若しく
は情報提供又は当該事業所の従業者等か
らの通報若しくは情報提供が寄せられて
いるもののうち、特に緊急性の高いもの

・保険者、国民健康保険団体連合会から情
報提供を受けた事業者のうち、特に緊急
性の高いもの

・介護給付適正化システムにおいて給付実
績が特異傾向を示す事業者のうち、その
傾向が顕著なもの

指定事業者全体のレベルアップを図ることを主眼として、介護保険法・制度
の趣旨・目的の周知及び理解の促進及び介護報酬に係る過誤・不正請求の
防止の観点から算定要件等の周知等、介護保険制度の適正な運営を図る

「サービスの質の確保と向上」「利用者の尊厳の保持」「高齢者虐待防止法
の趣旨」「適正な介護報酬の請求」等の観点から、事業所所在地において、
関係書類の閲覧とヒアリングを元に指導

【運営指導】
関係法令及び指定基準に照らし、適切な運営が行われているかどうか
について、関係書類の点検・検査及び関係者に対するヒアリングを行う
とともに、適切でない運営が行われている場合は、これを是正するよう
指導

【報酬請求指導】
サービス類型ごとの報酬算定基準に照らし、報酬の単位ごとの算定
要件に合致しているか、保険給付の対象とならないサービス提供であ
るにもかかわらず、報酬請求が行われていないか、また、各種加算に
ついては、必要な人員等の体制が確保されているか、利用者ごとのケ
アプランに基づきサービス提供が行われているか等について、関係書
類の点検・検査及び関係者に対するヒアリングを行うとともに、適切で
ない請求が行われている場合は、これを是正するよう指導

改善報告書

期限を経過し、なお相当期間を
経た後も改善されない場合は、
行政処分の対象

指定 の全 部又
は一 部の 効力
の停止

行政処分

行政処分

返還命令返還額の確定
加算金の賦課

！取消処分により事業者指定に係る欠格事由該当者となる者
＝当該指定取消し等に係る聴聞通知（行政手続法15）があった日前60日以内

に役員等＊であった者
＊役員

イ 業務を執行する（合名会社、合資会社、合同会社の）社員・（株式会社
の）取締役・執行役又はこれらに準ずる者（社会福祉法人等の理事）

ロ 相談役、顧問等の名称を有するかどうかは問わず、イに掲げる者と同
等以上の支配力を法人に対し有するものと認められる者

＊事業者の使用人であって、事業者の事業所又は事業者が開設した施設を
管理する者

公 示

（公報登載）

○指定取消し等の事由に該当する行為が
なされたか、あるいは疑われる場合

○明らかに不正又は著しい不当等が疑わ
れる 過誤調整

不適正な報酬算定

過誤調整
不適正な報酬算定が
見受けられる場合

勧告に従わなかったと

き

公 表

保険者

保険者

保険者
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指定地域密着型サービス事業者の指定の取消し等の規定【介護保険法】 

条文 参照条文 

（指定の取消し等） 
第７８条の１０ 市町村長は、次の各号のい 
ずれかに該当する場合においては、当該指 
定地域密着型サービス事業者に係る第４２条の
２第１項本文の指定を取り消し、又は期間を定
めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止
することができる。 

（１）指定地域密着型サービス事業者が、第７８
条の２第４項第４号の２から第５号の２まで、
第９号（第５号の３に該当する者のあるもので
あるときを除く。）、第１０号（第５号の３に
該当する者のあるものであるときを除く。）、
第１１号（第５号の３に該当する者であるとき
を除く。）又は第１２号（第５号の３に該当す
る者であるときを除く。）のいずれかに該当す
るに至ったとき。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（２）指定地域密着型サービス事業者が、第７８
条の２第６項第３号から第３号の４までのいず
れかに該当するに至ったとき。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
第７８条の２第４項 
第４号の２ 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなる
までの者であるとき。 

第５号 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定
により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であると
き。 

第５号の２ 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、
その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

第５号の３ 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規
定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく３月以上の期間にわたり、
当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。 

第９号 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老
人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第４号の２
から第６号まで又は前３号のいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

第１０号 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護
老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第４号の
２から第５号の３まで、第６号の２又は第７号から第８号までのいずれかに該当する者のあるものであ
るとき。 

第１１号 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護
老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第
４号の２から第６号まで又は第７号から第８号までのいずれかに該当する者であるとき。 

第１２号 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護
老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第
４号の２から第５号の３まで、第６号の２又は第７号から第８号までのいずれかに該当する者であると
き。 

第７８条の２第６項 
第３号 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老
人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第１号又は
前３号のいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

第３号の２ 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第１号 
の２又は第２号から第２号の３までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 
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（３）指定地域密着型サービス事業者が、第７８
条の２第８項の規定により当該指定を行うに当
たって付された条件に違反したと認められると
き。 
 
 

（４）指定地域密着型サービス事業者が、当該指
定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又
は人員について、第７８条の４第１項の市町村
の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条
例で定める員数又は同条第５項に規定する指定
地域密着型サービスに従事する従業者に関する
基準を満たすことができなくなったとき。 

 
 
 
 
（５）指定地域密着型サービス事業者が、第７８
条の４第２項又は第５項に規定する指定地域密
着型サービスの事業の設備及び運営に関する基
準に従って適正な指定地域密着型サービスの事
業の運営をすることができなくなったとき。 
 
 

 
 
 
（６）指定地域密着型サービス事業者が、第７８
条の４第８項に規定する義務に違反したと認め
られるとき。 
 

（７）指定地域密着型サービス事業者（地域密着
型介護老人福祉施設入所者生活介護を行うもの
に限る。）が、第２８条第５項（第２９条第２
項、第３０条第２項、第３１条第２項、第３３
条第４項、第３３条の２第２項、第３３条の３
第２項及び第３４条第２項において準用する場
合を含む。第８４条、第９２条、第１０４条及

第３号の３ 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が
第１号又は第２号から第２号の３までのいずれかに該当する者であるとき。 

第３号の４ 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が
第１号の２又は第２号から第２号の三までのいずれかに該当する者であるとき。 

 
第７８条の２第８項 市町村長は、第４２条の２第１項本文の指定を行うに当たって、当該事業の適正な
運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。 
 
 
 
 

第７８条の４第１項 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、市町村の条例で
定める基準に従い市町村の条例で定める員数の当該指定地域密着型サービスに従事する従業者を有しな
ければならない。 

第７８条の４第５項 市町村は、第３項の規定にかかわらず、同項第１号から第４号までに掲げる事項に
ついては、厚生労働省令で定める範囲内で、当該市町村における指定地域密着型サービスに従事する従
業者に関する基準及び指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準を定めることができ
る。 
 

●（３市３町）指定地域密着型サービス事業者の指定並びに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備
及び運営に関する基準を定める条例 
 
第７８条の４第２項 前項に規定するもののほか、指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関す
る基準は、市町村の条例で定める。 

第７８条の４第５項 市町村は、第３項の規定にかかわらず、同項第１号から第４号までに掲げる事項に
ついては、厚生労働省令で定める範囲内で、当該市町村における指定地域密着型サービスに従事する従
業者に関する基準及び指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準を定めることができ
る。 
 

●（３市３町）指定地域密着型サービス事業者の指定並びに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備
及び運営に関する基準を定める条例 
 
第７８条の４第８項 指定地域密着型サービス事業者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法律
又はこの法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 

 
 
第２８条第５項 市町村は、前項において準用する前条第２項の調査を第４６条第１項に規定する指定居
宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設、介護保険施設その他の厚生労働省令で定める事業者
若しくは施設（以下この条において「指定居宅介護支援事業者等」という。）又は介護支援専門員であ
って厚生労働省令で定めるものに委託することができる。 
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び第１１４条の６において同じ。）の規定によ
り調査の委託を受けた場合において、当該調査
の結果について虚偽の報告をしたとき。 
 

（８）地域密着型介護サービス費の請求に関し不
正があったとき。 
 

（９）指定地域密着型サービス事業者が、第７８
条の７第１項の規定により報告又は帳簿書類の
提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、
又は虚偽の報告をしたとき。 
 
 
 
 
 
 

（１０）指定地域密着型サービス事業者又は当該
指定に係る事業所の従業者が、第７８条の７
第１項の規定により出頭を求められてこれに
応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁
せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の
規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避
したとき。ただし、当該指定に係る事業所の
従業者がその行為をした場合において、その
行為を防止するため、当該指定地域密着型サ
ービス事業者が相当の注意及び監督を尽くし
たときを除く。 

 
（１１）指定地域密着型サービス事業者が、不正
の手段により第４２条の２第１項本文の指定を
受けたとき。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１２）前各号に掲げる場合のほか、指定地 

域密着型サービス事業者が、この法律その他国
民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令

 
 
 
 
 
 
 
第７８条の７第１項 市町村長は、地域密着型介護サービス費の支給に関して必要があると認めるとき
は、指定地域密着型サービス事業者若しくは指定地域密着型サービス事業者であった者若しくは当該指
定に係る事業所の従業者であった者（以下この項において「指定地域密着型サービス事業者であった者
等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定地域密着型サービス事
業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定地域密着型サービス事業者であった者等に対
し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定地域密着型サービス事業者
の当該指定に係る事業所、事務所その他指定地域密着型サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、
その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第４２条の２第１項 市町村は、要介護被保険者が、当該市町村（住所地特例適用被保険者である要介護
被保険者（以下「住所地特例適用要介護被保険者」という。）に係る特定地域密着型サービスにあって
は、施設所在市町村を含む。）の長が指定する者（以下「指定地域密着型サービス事業者」という。）
から当該指定に係る地域密着型サービス事業を行う事業所により行われる地域密着型サービス（以下
「指定地域密着型サービス」という。）を受けたときは、当該要介護被保険者に対し、当該指定地域密
着型サービスに要した費用（地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、
認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所
者生活介護に要した費用については、食事の提供に要する費用、居住に要する費用その他の日常生活に
要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。）について、地域密着
型介護サービス費を支給する。ただし、当該要介護被保険者が、第３７条第１項の規定による指定を受
けている場合において、当該指定に係る種類以外の地域密着型サービスを受けたときは、この限りでな
い。 

 
介護保険法施行令第35条の５各号 
健康保険法、児童福祉法、栄養士法、医師法、歯科医師法、保健師助産師看護師法、歯科衛生士法、医

療法、身体障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、生活保護法、社会福祉法、知的障
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で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若
しくは処分に違反したとき。 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１３）指定地域密着型サービス事業者に係 
る老人福祉法第２９条第１８項の規定による通
知を受けたとき。 

 
（１４）前各号に掲げる場合のほか、指定地 

域密着型サービス事業者が、居宅サービス等に
関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

 
（１５）指定地域密着型サービス事業者が法 

人である場合において、その役員等のうちに指
定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力
の停止をしようとするとき前５年以内に居宅サ
ービス等に関し不正又は著しく不当な行為をし
た者があるとき。 
 

（１６）指定地域密着型サービス事業者が法人で
ない事業所である場合において、その管理者が
指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効
力の停止をしようとするとき前５年以内に居宅
サービス等に関し不正又は著しく不当な行為を
した者であるとき。 

 

害者福祉法、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、薬剤師法、老人福祉
法、理学療法士及び作業療法士法、高齢者の医療の確保に関する法律、社会福祉士及び介護福祉士法、義
肢装具士法、精神保健福祉士法、言語聴覚士法、発達障害者支援法、障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、就学前の
子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、子ども・子育て支援法、再生医療等の
安全性の確保等に関する法律、国家戦略特別区域法、難病の患者に対する医療等に関する法律、公認心理
師法、民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律、臨床研究法 
【33 法律】 

 
 
老人福祉法第２９条第１８項 都道府県知事は、介護保険法第４２条の２第１項本文の指定(地域密着型
特定施設入居者生活介護の指定に係るものに限る。)を受けた有料老人ホームの設置者に対して第１６
項の規定による命令をしたときは、遅滞なく、その旨を、当該指定をした市町村長に通知しなければな
らない。 
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指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の取消し等の規定【介護保険法】 

条文 参照条文 

（指定の取消し等） 
第１１５条の１９ 市町村長は、次の各号のいず
れかに該当する場合においては、当該指定地域
密着型介護予防サービス事業者に係る第５４条
の２第１項本文の指定を取り消し、又は期間を
定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停
止することができる。 

（１）指定地域密着型介護予防サービス事業者
が、第１１５条の１２第２項第４号の２から第
５号の２まで、第９号（第５号の３に該当する
者のあるものであるときを除く。）、第１０号
（第５号の３に該当する者のあるものであると
きを除く。）、第１１号（第５号の３に該当す
る者であるときを除く。）又は第１２号（第５
号の３に該当する者であるときを除く。）のい
ずれかに該当するに至ったとき。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）指定地域密着型介護予防サービス事業者
が、第１１５条の１２第４項第３号から第６号
までのいずれかに該当するに至ったとき。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
第１１５条の１２第２項 
第４号の２ 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなる
までの者であるとき。 

第５号 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定
により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であると
き。 

第５号の２ 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、
その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

第５号の３ 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規
定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、
当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。 

第９号 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役
員等のうちに第４号の２から第６号まで又は前３号のいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

第１０号 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その
役員等のうちに第４号の２から第５号の３まで、第６号の２又は第７号から第８号までのいずれかに該
当する者のあるものであるとき。 

第１１号 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事
業所で、その管理者が第４号の２から第６号まで又は第７号から第８号までのいずれかに該当する者で
あるとき。 

第１２号 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事
業所で、その管理者が第４号の２から第５号の３まで、第６号の２又は第７号から第８号までのいずれ
かに該当する者であるとき。 

 
 
第１１５条の１２第４項 
第３号 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役
員等のうちに第１号又は前３号のいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

第４号 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役
員等のうちに第１号の２又は第２号から第２号の３までのいずれかに該当する者のあるものであると
き。 

第５号 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業
所で、その管理者が第１号又は第２号から第２号の３までのいずれかに該当する者であるとき。 

第６号 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業
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（３）指定地域密着型介護予防サービス事業者
が、第１１５条の１２第６項の規定により当該
指定を行うに当たって付された条件に違反した
と認められるとき。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）指定地域密着型介護予防サービス事業者
が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若し
くは技能又は人員について、第１１５条の１４
第１項の市町村の条例で定める基準若しくは同
項の市町村の条例で定める員数又は同条第５項
に規定する指定地域密着型介護予防サービスに
従事する従業者に関する基準を満たすことがで
きなくなったとき。 

 
 
 
 
 
（５）指定地域密着型介護予防サービス事業者
が、第１１５条の１４第２項又は第５項に規定
する指定地域密着型介護予防サービスに係る介
護予防のための効果的な支援の方法に関する基
準又は指定地域密着型介護予防サービスの事業
の設備及び運営に関する基準に従って適正な指
定地域密着型介護予防サービスの事業の運営を
することができなくなったとき。 

 
 
 
 
 

所で、その管理者が第１号の２又は第２号から第２号の３までのいずれかに該当する者であるとき。 
 
 
 
 
第１１５条の１２第６項 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）
が、第１１５条の１９（第２号から第５号までを除く。）の規定により指定（介護予防認知症対応型共
同生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者（当
該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の
規定による通知があった日前６０日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して
５年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、
当該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して５年
を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サー
ビス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防
止するための当該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の
状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を
考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められる
ものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

 
第１１５条の１４第１項 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、市
町村の条例で定める基準に従い市町村の条例で定める員数の当該指定地域密着型介護予防サービスに従
事する従業者を有しなければならない。 

第１１５条の１４第５項 市町村は、第３項の規定にかかわらず、同項第１号から第４号までに掲げる事
項については、厚生労働省令で定める範囲内で、当該市町村における指定地域密着型介護予防サービス
に従事する従業者に関する基準並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的
な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準を
定めることができる。 

 
●（３市３町）指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定並びに指定地域密着型介護予防 
サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防 
のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例 
 
第１１５条の１４第２項 前項に規定するもののほか、指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防
のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営
に関する基準は、市町村の条例で定める。 

第１１５条の１４第５項 市町村は、第３項の規定にかかわらず、同項第１号から第４号までに掲げる事
項については、厚生労働省令で定める範囲内で、当該市町村における指定地域密着型介護予防サービス
に従事する従業者に関する基準並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的
な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準を
定めることができる。 

 
●（３市３町）指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定並びに指定地域密着型介護予防サービスの
事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援
の方法に関する基準を定める条例 
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（６）指定地域密着型介護予防サービス事業者
が、第１１５条の１４第８項に規定する義務に
違反したと認められるとき。 

 
（７）地域密着型介護予防サービス費の請求に関
し不正があったとき。 

 
（８）指定地域密着型介護予防サービス事業者
が、第１１５条の１７第１項の規定により報告
又は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられて
これに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

 
 
 
 
 
 
（９）指定地域密着型介護予防サービス事業 

者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第１
１５条の１７第１項の規定により出頭を求めら
れてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対
して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は
同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは
忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所
の従業者がその行為をした場合において、その
行為を防止するため、当該指定地域密着型介護
予防サービス事業者が相当の注意及び監督を尽
くしたときを除く。 
 

（１０）指定地域密着型介護予防サービス事業者
が、不正の手段により第５４条の２第１項本文の
指定を受けたとき。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１１）前各号に掲げる場合のほか、指定地域密
着型介護予防サービス事業者が、この法律その

第１１５条の１４第８項 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、要支援者の人格を尊重するととも
に、この法律又はこの法律に基づく命令を遵守し、要支援者のため忠実にその職務を遂行しなければな
らない。 

 
 
 
 
第１１５条の１７第１項 市町村長は、地域密着型介護予防サービス費の支給に関して必要があると認め
るときは、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは指定地域密着型介護予防サービス事業者で
あった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下この項において「指定地域密着型介
護予防サービス事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を
命じ、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定地
域密着型介護予防サービス事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問
させ、若しくは当該指定地域密着型介護予防サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指
定地域密着型介護予防サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他
の物件を検査させることができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第５４条の２第１項 市町村は、居宅要支援被保険者が、当該市町村（住所地特例適用被保険者である居
宅要支援被保険者（以下「住所地特例適用居宅要支援被保険者」という。）に係る特定地域密着型介護
予防サービスにあっては、施設所在市町村を含む。）の長が指定する者（以下「指定地域密着型介護予
防サービス事業者」という。）から当該指定に係る地域密着型介護予防サービス事業を行う事業所によ
り行われる地域密着型介護予防サービス（以下「指定地域密着型介護予防サービス」という。）を受け
たとき（当該居宅要支援被保険者が、第５８条第４項の規定により同条第１項に規定する指定介護予防
支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定地域密着型介護予防
サービスが当該指定介護予防支援の対象となっているときその他の厚生労働省令で定めるときに限
る。）は、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定地域密着型介護予防サービスに要した費用（食事
の提供に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下この
条において同じ。）について、地域密着型介護予防サービス費を支給する。ただし、当該居宅要支援被
保険者が、第３７条第１項の規定による指定を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の地
域密着型介護予防サービスを受けたときは、この限りでない。 

 
介護保険法施行令第35条の５各号 
健康保険法、児童福祉法、栄養士法、医師法、歯科医師法、保健師助産師看護師法、歯科衛生士法、医療
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他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で
政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命
令若しくは処分に違反したとき。 

 
 
 
 
 
 
 
 
（１２）前各号に掲げる場合のほか、指定地域密
着型介護予防サービス事業者が、居宅サービス
等に関し不正又は著しく不当な行為をしたと
き。 

 
（１３）指定地域密着型介護予防サービス事業者
が法人である場合において、その役員等のうち
に指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の
効力の停止をしようとするとき前五年以内に居
宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為
をした者があるとき。 

 
（１４）指定地域密着型介護予防サービス事業者
が法人でない事業所である場合において、その
管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは
一部の効力の停止をしようとするとき前５年以
内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当
な行為をした者であるとき。 

法、身体障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、生活保護法、社会福祉法、知的障害
者福祉法、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、薬剤師法、老人福祉
法、理学療法士及び作業療法士法、高齢者の医療の確保に関する法律、社会福祉士及び介護福祉士法、義
肢装具士法、精神保健福祉士法、言語聴覚士法、発達障害者支援法、障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、就学前の
子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、子ども・子育て支援法、再生医療等の
安全性の確保等に関する法律、国家戦略特別区域法、難病の患者に対する医療等に関する法律、公認心理
師法、民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律、臨床研究法 
【33 法律】 
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指定介護予防支援事業者の指定の取消し等の規定【介護保険法】 

条文 参照条文 

（指定の取消し等） 
第１１５条の２９ 市町村長は、次の各号のいず
れかに該当する場合においては、当該指定介護
予防支援事業者に係る第５８条第１項の指定を
取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若
しくは一部の効力を停止することができる。 

（１）指定介護予防支援事業者が、第１１５条の
２２第２項第３号の２から第４号の２まで、第
８号（同項第４号の３に該当する者のあるもの
であるときを除く。）又は第９号（同項第４号
の３に該当する者であるときを除く。）のいず
れかに該当するに至ったとき。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
第１１５条の２２第２項 
第３号の２ 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなる
までの者であるとき。 

第４号 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定
により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であると
き。 

第４号の２ 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、
その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

第４号の３ 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規
定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく３月以上の期間にわたり、
当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。 

第５号 申請者が、第１１５条の２９の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年
を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行
政手続法第１５条の規定による通知があった日前６０日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消
しの日から起算して５年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所であ
る場合においては、当該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの
日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護
予防支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生
を防止するための当該指定介護予防支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他
の当該事実に関して当該指定介護予防支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規
定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で
定めるものに該当する場合を除く。 

第６号 申請者が、第１１５条の２９の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定
による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第１１５条
の２５五第２項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者
を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

第６号の２ 申請者が、第１１５条の２７第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当
該検査の結果に基づき第１１５条の２９の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決
定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検
査が行われた日から１０日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に
第１１５条の２５第２項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由
がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

第６号の３ 第６号に規定する期間内に第１１５条の２５第２項の規定による事業の廃止の届出があった
場合において、申請者が、同号の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止につい
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（２）指定介護予防支援事業者が、当該指定に係
る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員
について、第１１５条の２４第１項の市町村の
条例で定める基準又は同項の市町村の条例で定
める員数を満たすことができなくなったとき。 

 
 
 
（３）指定介護予防支援事業者が、第１１５条の
２４第２項に規定する指定介護予防支援に係る
介護予防のための効果的な支援の方法に関する
基準又は指定介護予防支援の事業の運営に関す
る基準に従って適正な指定介護予防支援の事業
の運営をすることができなくなったとき。 

 
 
（４）指定介護予防支援事業者が、第１１５条の
２４第６項に規定する義務に違反したと認めら
れるとき。 

 
（５）介護予防サービス計画費の請求に関し不正
があったとき。 

 
（６）指定介護予防支援事業者が、第１１５条の
２７第１項の規定により報告又は帳簿書類の提
出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又
は虚偽の報告をしたとき。 

 
 
 
 
（７）指定介護予防支援事業者又は当該指定に係
る事業所の従業者が、第１１５条の２７第１項
の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、
同項の規定による質問に対して答弁せず、若し

て相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止に
ついて相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して５年を経過
しないものであるとき。 

第７号 申請者が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者で
あるとき。 

第８号 申請者が、法人で、その役員等のうちに第３号の２から第５号まで又は第６号から前号までのい
ずれかに該当する者のあるものであるとき。 

第９号 申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第３号の２から第５号まで又は第６号から第７号
までのいずれかに該当する者であるとき。 

 
第１１５条の２４第１項 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、市町村の条例で定
める基準に従い市町村の条例で定める員数の当該指定介護予防支援に従事する従業者を有しなければな
らない。 

 
●（３市３町）指定介護予防支援事業者の指定並びに指定介護予防支援等の事業の人員及び運 
営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定め 
る条例 
 
第１１５条の２４第２項 前項に規定するもののほか、指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的
な支援の方法に関する基準及び指定介護予防支援の事業の運営に関する基準は、市町村の条例で定め
る。 

 
●（３市３町）指定介護予防支援事業者の指定並びに指定介護予防支援等の事業の人員及び運 
営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定め 
る条例 
 
第１１５条の２４第６項 指定介護予防支援事業者は、要支援者の人格を尊重するとともに、この法律又
はこの法律に基づく命令を遵守し、要支援者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 

 
 
 
 
 
第１１５条の２７第１項 市町村長は、必要があると認めるときは、指定介護予防支援事業者若しくは指
定介護予防支援事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下この項にお
いて「指定介護予防支援事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しく
は提示を命じ、指定介護予防支援事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定介護予防
支援事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指
定介護予防支援事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定介護予防支援の事業に関係のある場
所に立ち入り、その帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 
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くは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検
査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただ
し、当該指定に係る事業所の従業者がその行為
をした場合において、その行為を防止するた
め、当該指定介護予防支援事業者が相当の注意
及び監督を尽くしたときを除く。 

 
（８）指定介護予防支援事業者が、不正の手段に
より第５８条第１項の指定を受けたとき。 

 
 
 
 
（９）前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防
支援事業者が、この法律その他国民の保健医療
若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの
又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に
違反したとき。 

 
（１０）前各号に掲げる場合のほか、指定介護予
防支援事業者が、居宅サービス等に関し不正又
は著しく不当な行為をしたとき。 

 
（１１）指定介護予防支援事業者の役員等のうち
に、指定の取消し又は指定の全部若しくは一部
の効力の停止をしようとするとき前５年以内に
居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行
為をした者があるとき。 

 

 
 
 
 
 
 
 
第５８条第１項 市町村は、居宅要支援被保険者が、当該市町村（住所地特例適用居宅要支援被保険者に
係る介護予防支援にあっては、施設所在市町村）の長が指定する者（以下「指定介護予防支援事業者」
という。）から当該指定に係る介護予防支援事業を行う事業所により行われる介護予防支援（以下「指
定介護予防支援」という。）を受けたときは、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定介護予防支援
に要した費用について、介護予防サービス計画費を支給する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
介護保険法施行令第 35 条の５各号 

健康保険法、児童福祉法、栄養士法、医師法、歯科医師法、保健師助産師看護師法、歯科衛 
生士法、医療法、身体障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、生活保護法、社会福祉
法、知的障害者福祉法、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、薬剤師
法、老人福祉法、理学療法士及び作業療法士法、高齢者の医療の確保に関する法律、社会福祉士及び介護
福祉士法、義肢装具士法、精神保健福祉士法、言語聴覚士法、発達障害者支援法、障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支援するための法律、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法
律、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、子ども・子育て支援法、
再生医療等の安全性の確保等に関する法律、国家戦略特別区域法、難病の患者に対する医療等に関する法
律、公認心理師法、民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律、臨床
研究法【33 法律】 
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令和元年度～令和４年度における事業者指定の取消し及び効力停止の事例（大阪府内） 

 

指定権者 内容及び期間 サービス種別 主 な 指 定 取 消 し・効 力 停 止 の 事 由 根拠規定 経済上の措置 

大阪府 
指定の取消し 

(R1.5.1) 
通所介護 

 事業開始時より生活相談員２名のうちの１名について虚偽の記載を

し、指定を受けた。また、指定後、この生活相談員が勤務している実態

もないにもかかわらず、介護報酬を請求した。 

第77条第１項第

９号 
なし 

大阪府 
指定の取消し 

(R1.7.1) 
訪問看護 

利用者 A 氏について、主治の医師による指示を受けることなく事業所

の判断により指定訪問看護を提供し、平成 29 年４月３日から平成 31 年

２月28日までの間、当該利用者に係る376回分の居宅介護サービス費を

不正に請求した。 

 利用者 B 氏について、本件事業所の看護職員が指定訪問看護を提供し

ていないにもかかわらず、当該職員が提供したとし、平成 29年４月１日

から平成 30 年６月 17 日までの間、当該利用者に係る 267 回分の居宅介

護サービス費を不正に請求した。 

第77条第1項第

４号及び第６

号、  第115条

の９第1項第 10

号 

不正請求に係

る返還額 

2,349,859円 

（加算金を含

まず） 

大阪府 

指定の効力の 

一部停止３か月 

(R1.8.1～10.31) 

訪問介護 

 サービス提供記録の作成及び整備並びに訪問介護員等の業務の実施状

況の把握について、平成30年の実地指導において指導を受けたにもかか

わらず、これを怠った。 

第77条第１項第

４号 
なし 

大阪府 

指定の効力の  

一部停止３か月 

(R1.12.1～R2.29) 
訪問介護 

 サービス提供記録の作成及び整備について、平成 30年の実地指導にお

いて指導を受けたにもかかわらず、これを怠った。 

第77条第１項第

４号 
なし 

大阪市 
指定の取消し 

（R1.10.31） 
訪問介護 

 法人代表者であり居宅介護支援事業の管理者兼介護支援専門員が、そ

の立場を利用して、利用者12名に対し、平成29年 2月から平成 31年

2月までの間、一部のサービス提供を行っていないにもかかわらず、サー

ビス提供を行ったかのように装い、介護報酬を不正に請求し、受領した。 

また、その不正を隠ぺいするために、虚偽作成したサービス提供票を

虚偽作成する前の情報に書き替え、証拠書類の処分を図った。 

第77条第１項第

６号 

不正請求に係

る返還額 

5,965,971円    

（加算金を含

む） 
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大阪市 指定の取消し 

（R1.10.31） 

介護予防型訪

問サービス 

生活援助型訪

問サービス 

 介護予防型訪問サービス、生活援助型訪問サービスと一体的に運営す

る指定訪問介護において、介護給付費の請求に関する不正が行われた。 

第115条の45の

９第１項第６号 
なし 

 

 

東大阪市 
指定の取消し 

（R1.12.1） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

 新規指定の申請に当たり、実際の勤務予定者が 1 名（管理者兼サービ

ス提供責任者）のみであるにもかかわらず、訪問介護員として実在しな

い３名分の資格を証する書類（介護福祉士登録証の写し）を不正に作成

し、勤務予定者として提出することにより、人員基準を満たしているよ

うに装って事業所の指定を受けた。 

上記の実在しない訪問介護員のうち１名が退職したとして事業の休

止を届け出た後、訪問介護員として更に実在しない１名分の資格を証す

る書類（介護福祉士登録証の写し）を不正に作成し、新たな勤務予定者

とすることで人員基準を満たしているように装って事業の再開を届け出

た。 

第77条第１項第

９号及び第10号 

第115条の45の

９第５号及び第

６号 

なし 

 

忠岡町 

指定の効力の 

一部停止６か月 

(R2.1.1～6.30) 

通所介護  

（第１号事業 

含む） 

 新規指定申請時に人員基準を満たさないことが明らかであるにも関わ

らず人員基準に合わせた虚偽の申請書類を提出し、指定を受けた。 

また、処遇改善加算の算定要件を満たしていないにも関わらず不正に

加算を請求した。 

監査時において、虚偽申請のつじつまを合わせるために、書類を改ざ

んしたうえ、虚偽の答弁を行った。 

第77条第１項第

６号、第７号、第

８号及び第９号 

第115条の45の

９第１項第２号

及び第５号 

不正請求に係

る返還額 

50,298円    

（加算金を含

まず） 

茨木市 
指定の効力の 

全部停止３か月 

(R1.8.1～10.31) 
訪問介護 

・実地指導に対する改善報告を提出する際、全利用者について自主点検

を行いサービス提供記録がない請求を過誤調整するよう指導を受けて

いたにもかかわらず、複数の利用者について過誤調整及び報告をしな

かった。 

・サービス提供記録にサービスを断られた記録があるにもかかわらず、

介護給付費を不正に請求し受領した。 

・サービス提供実績の記録がないにもかかわらず、介護給付費を不正に

請求し受領した。 

第77条第１項第

６号 

不正請求に係

る返還額   

464,032円 

（加算金を含

まず） 
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・同一利用者に対し別のヘルパー名で同一時刻のサービス提供記録があ

り、サービス提供者が不明なものについて、介護給付費を不正に請求

し受領した。 

・一人のヘルパーが、同日同時間帯に複数の利用者にサービス提供した

記録があり、誰が、いつサービスに入ったか不明でありながら、介護

給付費を不正に請求し受領した。 

・２時間未満の間隔でサービス提供をしたにもかかわらず、所要時間の

合算を行わずに、介護給付費を不正に請求し受領した。 

・身体介護のサービス提供について、算定する時間に満たないものを不  

 正に請求し受領した。 

大阪市 
指定の取消し 

（R2.4.30） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

利用者20名について、2017年（平成29年）１月から2019年（令和元

年）9月まで間、一部のサービス提供を行っていないにもかかわらず、サ

ービス提供を行ったかのようにサービス提供票に実績を架空に計上し、

介護給付費を不正に請求し受領した。 

介護保険法第 77

条第１項第６号 

第115条の45の

９第６号 

不正請求に係

る返還額   

48,239,048円 

（加算金を含

む） 

堺市 
指定の取消し 

（R2.10.11） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

実際には提供していないサービスを提供したかのように虚偽の提供記

録等を作成し、介護給付費及び介護予防給付費を請求し、受領した。 

実際には行っていない介護職員に対する処遇改善の実績を報告し、介

護職員処遇改善加算を不正に請求し受領した。 

第77条第１項第

６号 

第115条の45の

９第２号 

不正請求に係

る返還額 

11,984,377円 

（加算金を含

む） 

東大阪市 

指定の効力の 

全部停止６か月 

(R3.2.1～7.31) 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

・複数回にわたり、実際には提供していないサービスについて、サービ

ス提供記録等の書類を作成したうえ、その報酬を不正に請求し、受領

した。 

・一部の利用者について同一建物減算を適用せず報酬を不正に請求し、

受領した。 

・指定に係る事業所とは別に所在する施設内に事業所としての実体を有

するサービス提供の拠点を設け、当該施設に居住する利用者に対し、

同所を拠点としてサービス提供を行った。 

第77条第１項第

６号及び第10号 

第115条の45の

９第２号及び第

６号 

不正請求に係

る返還額 

1,835,363円    

（加算金を含

む） 
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柏原市 
指定の取消し 

（R2.8.31） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

 令和元年１１月８日より実施した監査において、法人代表者に帳簿書

類その他の物件の提出を求めたが、これに従わなかった。 

 監査において、市から事実確認をするために再三連絡をしたが、これ

に応じず、事業所の営業の所在を不明な状態にし、監査の進行を妨げた。 

第77条第１項第

７号及び第８号 

法第 115条の 45

の９第１項第６

号 

なし 

泉佐野市 
指定の取消し

（R3.3.24） 
訪問介護 

サービス提供を行っていないにも関わらず、これを行った旨を記載し 

た虚偽のサービス提供記録を作成し、介護給付費を請求、受領した。  

また監査時に虚偽のサービス提供記録の報告を行った。 

第77条第１項第 

６号及び第７号 

不正請求に係 

る返還額 

約 126,218,000 

円（加算金を含

む。） 

八尾市 
指定の取消し 

（R3.3.26） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

 一体的に運営している指定同行援護・居宅介護・重度訪問介護事業所

において、指定取消処分に相当する障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に違反する行為が認められた。 

法第77条第１項

第10号 
なし 

堺市 

指定の効力の 

全部停止３か月 

(R3.12.28～

R4.3.27) 

訪問介護 

介護予防訪問

サービス 

 利用者に対して入浴介助の後などにつなぎ服を着用させ、身体的拘束

を行った。 

 実際には買物同行を提供していないにもかかわらず、同サービスを提

供したかのように虚偽の記録を作成し、不正請求を行った。 

第77条第１項第

５号及び第６号 

第115条の45の

９第６号 

不正請求に係

る返還額   

4,549,335円 

（加算金を含

む。） 

松原市 
指定の取消し 

（R4.7.19） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

・ 管理者が常時勤務していない期間があった。また、実態として管理者

を配置していない期間があった。 

・ 実態としてサービス提供責任者を配置していない期間があった。 

・ 管理者による従業者の管理及び業務の管理等が一元的に行われてお

らず、また、従業者への運営基準遵守のための指揮命令もおこなわれ

ていなかった。 

・ サービス提供責任者が訪問介護計画を作成していなかった。また、サ

ービス提供責任者以外の者が作成した訪問介護計画書を、サービス提

供責任者が作成したかのように偽装した。 

第77条第１項第

３号、第４号、第

６号、第11号及

び第 115条の 45

の９第６号 

不正請求に係

る返還額 

約 67,169,000

円（加算金を含

まず。） 

17



・ 実態として配置すべき従業者の基準を満たしていなかった期間があ

るにも関わらず、これを指定権者に届け出ず事業を継続し、介護給付

費を不正に請求し受領した。 

・ 介護職員処遇改善加算の算定要件を満たしていなかったにも関わら

ず、これを満たしているとする虚偽の計画書を提出し、当該加算分の

介護給付費を不正に請求し受領した。 

・ 実態としてサービス提供責任者としての業務を行っていない者をサ

ービス提供責任者とする虚偽の変更届出書を提出し、人員基準を満た

しているかのように偽装した。 

・ 実際の配置日とは異なる日にサービス提供責任者を配置したとする

虚偽の変更届出書を提出し、人員基準を満たしているかのように偽装

した。 

茨木市 
指定の取消し 

（R4.5.31） 

訪問介護（第

１号事業含

む） 

・令和元年６月から令和２年２月までの期間において、要介護の利用者

について、訪問介護員の資格がない従業者がサービス提供を行い、サ

ービス提供を行っていないサービス提供責任者の名前をサービス実

施記録に記載し、介護報酬を不正に請求し受領した。 

・要介護の利用者について、要支援から要介護に区分変更になった際に

訪問介護計画を作成していなかったにもかかわらず、提供したサービ

スについて、令和２年９月の介護報酬を不正に請求し受領した。 

・要支援の利用者について、サービス提供責任者でない者が訪問介護計

画を作成し、提供したサービスについて、令和２年７月から令和２年

９月まで第１号事業支給費を不正に請求し受領した。 

・元従業者による日中のサービス実施記録が存在するにもかかわらず、

法人代表者が、元従業者は就労継続支援Ｂ型事業所に勤務しているた

め、９時から17時以外の時間のみヘルパー業務を行ったことがあると

いう旨の虚偽の答弁をした。 

・第１号事業（訪問介護相当サービス・訪問型サービスＡ）と一体的に

運営する介護保険法上の訪問介護において、介護給付費の請求に関す

る不正及び虚偽の答弁が行われた。 

第77条第１項第

６号及び第８号

第115条の45の

９第２号及び６

号 

不正請求に係

る返還額   

286,282円 

（加算金を含

まず。） 
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東大阪市 
指定の取消し 

（R2.8.1） 
居宅介護支援 

運営基準減算に該当する状態にあるにもかかわらず、当該減算をするこ

となく不正にこれを請求した。 

①モニタリング結果を記録していない又はサービス担当者会議を開催し

ていない。 

②サービス提供の開始に際し、複数事業者の紹介に関する事項及び選定

理由の説明の求めに関する事項について文書交付による説明を行ってい

ない。 

第84条第1項第

６号 

不正請求に係

る返還額 

約4,820,000円 

（加算金を含

む。） 

熊取町 

指定の効力の 

全部停止３か月 

(R2.6.30～9.29) 
居宅介護支援 

特定事業所加算の要件である介護支援専門員の常勤専従配置について、

同一法人の他の業務に従事していたにもかかわらず、特定事業所加算を

請求し、受領した。 

第84条第１項第

６号 

不正請求に係

る返還額 

1,590,079円    

（加算金を含

む。） 
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項 目

運営に関
すること

改 善 ポ イ ン ト

預かり金の出納管理については、常に複数の者で、適正な管理を行ってください。

サービス担当者会議等を通じ、利用者の心身の状況や置かれている環境、他の保健医療サービ
ス又は福祉サービスの利用状況等について把握し、その記録を作成してください。（記載欄が空欄
となっているものが多い。）

運営指導における主な指摘事項

・重要事項説明書など、定期的な見直しや最新の情報になっていない事項がありました。
（利用者の自己負担割合が１割のみになっている、費用額が改正前の額になっている等）
・日付、費用の見積りや緊急連絡先が未記入となっていました。説明、契約時に記載してください。
・利用者のサービス選択に必要である「提供する第三者評価の実施状況」が入っているか確認し
てください。
　参考：「高齢者福祉サービス事業所等における第三者評価の実施に係る留意事項について」（平
成30年3月26日付け老発0326第8号）
・保存年限が２年となっているものがあったので、５年としてください。
・指定申請やその後の変更届出している内容と運営規定に相違がある場合で、届出事項の方に
訂正が必要な場合は、変更届出をお願します。（変更が必要な項目は広域福祉課ホームページに
て確認をお願いします）
・重要事項説明書や契約書の内容を変更する場合には、改めて重要事項の説明を行い同意を得
たり、再契約を行うことが適切と考えられます。また、同意については、利用者等及び事業者双方
の保護の立場から書面によって確認することが望ましいとされています。 しかし変更内容が介護
報酬改定に係る利用者負担額に関する事項の場合は、事業者の事務負担の軽減の観点から、次
の方法も可能とします。
 【対応の例】　変更となる基本単位や新たに算定する加算など、利用者負担額の変更がわかる書
面を用いて懇切丁寧に説明し、利用者等に同意を得て交付すること。なお、その書面に署名・捺
印を得ることは任意としますが、説明し、同意を得て交付していることがわかるように、日時・方法・
対象者を明確に記録してください。

掲示スペースが限られる場合は、分かりやすく（背表紙に記載）ファイルにし、誰もが見やすい場
所に設置してください。

指 摘 事 項
・「常勤換算方法」「常勤」「専ら従事する」「専ら提供に当たる」等の用語の意味を確認し、必要な
人員配置ができているか、勤務体制表にて確認する。
・管理者（法人の役員であっても）含め、タイムカードなどで勤怠管理ができる書類を作成し、人員
配置が適正であるか確認する。
・派遣職員についても直接雇用の職員と同様に勤務実績や資格について確認できるようにしてく
ださい。
・研修計画は事業所の自己評価などから目標を定め、従業者の多くが参加できる日程調整、不参
加従業者への対応も含め計画し、周知してください。またその実施の記録は忘れずに行ってくださ
い。
・指定申請や専用区画の変更届で指定権者に提出している平面図を元に、専用区画に変更が生
じている場合は、変更届出を提出してください。（特に保管庫の移動が多いです。）
・押しピン、小さなマグネット等は誤飲等、事故の恐れがあるので、使用しないようにしてください。

人員に関
すること

・領収書には、保険給付対象額、その他の費用、医療費控除対象額を区分して記載してください。
その他の費用については、個別の費用ごとに区分して記載してください。

・心身の状況、病歴等の把握の不備が見られた。
・担当者会議の記録がないものがあった。

・事業所ごとの勤務体制表が作成されていない。
・管理者を含め、従業員の日々の勤怠管理（タイムカードや出勤簿などで）が把握できない。

・従業者の資質向上のための計画的な研修の機会が確保されていない。
・管理者、計画担当者が必要な研修を受講していない。

・届出をしている専用区画に変更が生じているが、変更届出が提出されていない。
・誤飲の可能性のあるマグネットや画鋲で掲示している。
・人体に影響のある洗剤などの保管について、利用者が安易に手に取ることができる場所に保管していた。
・ナースコールが正常に作動するかの確認ができていない。
・手指洗浄に共通タオルを使用していた。

広域福祉課への届出事項、重要事項説明書、運営規定に相違がある。
　・事業者、事業所の概要
　・運営規程の概要
　　　（目的、方針、営業日時、利用料金、通常の事業の実施地域、
　　　　提供するサービス内容及び提供方法等）
　・管理者氏名及び従業者の勤務体制
　・提供するサービスの内容とその料金について
　・その他費用について
　・利用料、その他費用の請求及びその支払い方法について
　・秘密保持と個人情報の保護について
　・事故発生時の対応
　・緊急時の対応方法及び連絡先
　・苦情処理の体制及び手順、苦情の相談窓口
　・サービス内容の見積り
　・事業者、事業所、利用者による説明確認欄
　・提供するサービスの第三者評価の実施状況
　・高齢者虐待防止に関する項目

設備に関
すること

・事業運営にあたっての重要事項の掲示が誰もが見やすいところにされていない。

・領収書の記載に不備があった。

・預かり金の出納管理について、管理が不十分であった。
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ハラスメントによって職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化など、必要な措置が講じ
られていなかった。

事業主が講じるべき措置の具体的な内容について、特に下記の点に留意するよう示されていま
す。
・職場におけるハラスメントの内容及びハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化し、従業
者に周知・啓発すること。
・相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な、相談対応のための担当者や窓口をあ
らかじめ定める等の体制を整備し、従業者に周知すること。

運営に関
すること

・個別サービス計画が居宅サービス計画の内容に沿っているかの確認を行ってください。

・管理者が従業者の健康診断の結果を把握する等の管理を行っていない。
・感染症対策への取組が不十分である。

・従業者の清潔の保持及び健康状態を確認するため、健康診断の結果を確認してください。（非常
勤の方など写しを残すことができない場合は、結果について記録をしておいてください）
・感染症予防マニュアルを整備し、従業者に周知し、従業者が感染源とならないための対策を行っ
てください。

・居宅サービス計画を確認できていないものがあった。

雇用契約書若しくは労働条件通知書等により当該事業所の管理者の指揮命令下にあることが確
認できるようにしておいてください。

・非常災害対策計画に盛り込む項目や避難訓練の実施については、「介護保険施設等における
利用者の安全確保及び非常災害時の体制整備の強化・徹底について」（平成28年9月9日老総発
0909第1号）の通知を確認し、計画に必須項目が盛り込まれているか確認してください。
・避難訓練は年2回以上、そのうち1回は夜間想定で実施してください。またその記録を作成し、見
直すべきところは見直し、非常時に役立つ計画としてください。

各サービス事業ごと及び他の事業の経理・会計を区分し、作成されていなかった。

従業者の在職中及び退職後において、利用者及びその家族の個人情報に関する秘密保持につ
いて、事業所と従業者間の雇用契約、就業規則、労働条件通知、誓約書等で取り決めを行うよう
にしてください。

・管理者が従業者に基準等の規定を順守させるために必要な指揮命令ができていない。

・人件費、事務的経費等についても按分するなどの方法により、それぞれの事業ごとに会計を区
分してください。
　参照：「介護保険の給付対象事業における会計区分について」（平成13年3月28日老振発第18
号）

・サービス提供の記録には、実際のサービス提供時刻を記載してください。
・「利用者の心身の状況」は、今後のサービス提供に活かすために把握した内容を記載してくださ
い。（「咳が続いている」「食事の飲み込み時に咽ていた」「体調が良く、座位の時間がいつもより長
かった」など、体調の変化にも注意した記載内容としてください）
・サービス提供の記録する項目は、各サービスごとに違います。基準や解釈通知にて確認してくだ
さい。

サービス担当者会議等において、利用者及びその家族の個人情報を用いることについて、それぞ
れからあらかじめ文書による同意を得るようにしてください。

・苦情記録をつける様式等を定め、従業員に周知してください。
・苦情の内容を記録し、サービスの質の向上に向けた取組みを行ってください。

・事故・ひやりはっと等の事例報告に係る様式を定めてください。
・事故の未然防止のため、事業所内で「ひやりはっと」の報告の取り組みを行ってください。

・サービス提供記録に記載するサービスの開始・終了時刻が、実際の時間ではなく、個別サービス計画で位
置付けられている標準的な時間となっていた。
・サービス提供記録に記載する「利用者の心身の状況」の記録がなかった。

・苦情処理に対する記録の不備があった。

・事故発生時の状況等の記録の不備があった。

・従業者の秘密保持の確保に関する不備があった。

・個人情報の使用同意の不備があった。

・非常災害に関する具体的計画内容に不備があった。
・定期的な避難、救出訓練を行っていない、その記録がなかった。
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